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１．はじめに 

 

本稿では、自動車産業都市における都市形成を踏まえ

て、企業と地域社会の双方にとって求められる施策とは

どのようなものなのか、また、その施策実現のために都

市計画はいかにあるべきかについて考察する. 

 研究の対象は内陸工業地域で自動車関連企業が集中立

地している愛知県西三河地方において、戦後急速に自動

車産業が拡大した豊田市である。 

 豊田市では、Ａ社本社及び７工場が立地し、製造品出

荷額は全国１位、市内の製造業で働く従業員の約８４％

が自動車関連産業に従事しているクルマのまちである1）。 

 研究の方法は、Ａ社の事業展開の変遷と歴史、Ａ社工

場立地の変遷、Ａ社の事業拡大に伴う豊田市の市街化過

程及び土地利用状況を踏まえて、豊田市のまちづくり

（都市計画）の課題を総括する。豊田市の課題を解決す

るための施策立案の参考とするために、人口規模、戦後

急速に発展した点、豊田市と同じ内陸工業地域の自動車

産業都市であるドイツ・ボルフスブルク市及びＢ社にお

ける施策を比較検討する。 

 

２．Ａ社の発展過程の変遷及び都市の成長 

 

（１）Ａ社の発展過程 

 Ａ社は１９３３年に刈谷の自動織機製作所内で自動車

の研究を始めていたが、１９３６年に自動車部門を独立

させ、自動車製造会社を設立した。挙母町（現豊田市）

が将来のまちの発展のために自動車工場の誘致を積極的

に進めていた。結果、誘致に成功し、１９３８年Ａ社本

社工場が操業を開始した。本社工場設立以後の国内生産 
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台数の推移、工場生産体制の拡大過程については､図１

の通りである2）3）4）。１０年間の短期間に市内４工場が

操業を開始した。図２の通り、現在は豊田市内に７工

場が立地し、２００４年に３６８万台を生産する巨大企

業に成長した。また、部品メーカー各社もＡ社の事業拡

大に合わせて工場を操業させ、Ａ社本社・工場群の周辺

に立地した。図１は豊田市域（２００３年現在）の前

年比人口伸率とＡ社生産台数の推移である2）3）4）。１９

５９年の第２工場の操業開始以降､飛躍的に国内生産台

数が増加し、豊田市の人口も生産台数の激増に呼応し増

加した。 
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図２ 現在のＡ社立地場所および従業員数分布
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図１ 豊田市域人口の伸率とＡ社の国内自動車生産台数推移
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（２）豊田市の人口密度・市街化過程 

 a）豊田市の町別人口密度の変化 

 １９７０年の豊田市の人口密度は図３5）､２００４年

の豊田市の人口密度は図４の通りである6）。 

１００人／ｈａの町は中心市街地に集中しているが、現 

在は１００人／ｈａ以上の高密度の町は消滅しており、

ほとんどが６０人／ｈａ以下で市街地の低密度分散化が

進んでいる。 

 b）市街化拡大 

 豊田市の市街化区域の拡大は過去３回ある。１回目は

１７４７ｈａに拡大（１９６１年第２工場の操業時）、

２回目は２６４５ｈａに拡大（１９６６年第３、第４工

場の操業時）、第３回目は４５６０ｈａに拡大（１９７

１年第５工場の操業時）した（図５）7）。豊田市の人口

が急増した時期でもあり、自動車産業の拡大、人口の分

散化を伴いながら、労働力確保のための住宅建設、市街

化の拡大が進められた。 

 

３．豊田市の都市設計の課題 

 

（１）計画的な都市計画が困難 

急激な人口増加が１９５０年代から１９７０年代にか

けて起こり、労働人口の増加が「クルマ依存社会」の形

成（図６）8）を促し、結果として、中心市街地にまとま

り・賑わいが少ない、市街化の低密度分散化の進展、公

共交通の不便さ、Ａ社本社機能が集中し通勤渋滞が発生

した。豊田市において、あまりにも急激な人口増加によ

り、人間の生活の場、働く場としての計画的配慮が追い

つかなかったと推察される。現在においてもなお、まち

づくりの弊害が発生している。 

（２）計画的な工場立地の交通計画の課題 

 Ａ社の工場は三好町の３工場も含めて１０工場が集中

的に立地しており、自動車生産工場として高効率な生産

方式が導入されている。経済効率優先のため、現在は工

場の貨物輸送はトラックが中心である。しかし、昨今の

環境問題のへの関心の高まりを受け、貨物輸送における

トラック輸送が見直され、鉄道輸送など他の輸送手段へ

転換することが期待されている。 

 一方、豊田市は東海地震・東南海地震の強化地域に指

定されている。大地震が発生する危険性が高まっており、

本社機能、生産活動の維持・早期回復のためのライフラ

インのバックアップ対策、輸送手段の分散化など防災ま

ちづくりを推進することが都市機能の早期回復の必要性

から期待されている9）。 

Ａ社の工場は、特に、１９６０年以降、集中的に事

業が急拡大されたため、環境問題への対応や危機管理対

応への計画的配慮が追いつかなかったと推察される。 

 

４．今後の都市設計の施策 

 

 （１）豊田市の都市計画への期待 

 

 都市計画の最終目的は計画案にしたがって都市が実際

に建設され、それが問題なく運営されてゆくことにある。

したがって、計画案は実現性のあるものでなければなら

図４ ２００４年：豊田市域人口密度
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図５ 豊田市都市計画区域：市街化区域面積の変遷
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図３ １９７０年：豊田市域人口密度
5)
 



ない。都市計画では、この計画実現性について、最も難

しい点を含んでいる。 

 日本では、ドイツの都市計画体系が理想的な都市計画

として紹介されることが多い。ドイツでは「計画なきと

ころ開発なし」の原則があり「Ｂプラン」という土地利

用詳細計画がなければ開発行為は一切許可されないとい

う大変規制の厳しい仕組みになっている。 

 一方、日本の都市計画はドイツのような厳しい原則は

ない。日本では、無秩序なスプロール防止を目的として

１９６８年に新都市計画法が実施され、市街化区域と調

整区域が設けられたが、市街化区域の中に農地を取り込

んだために、農地を宅地化することは自由であるとの原

則が確立された10)。このような法制度の下でまちづくり

を進めると、無秩序な市街地になってしまう危険性が大

きい。「計画なきところ開発なし」の原則を自治体レベ

ルでもいいので制度として導入ことが必要ではないかと

考える。 

 

 （２）ボルフスブルク市、Ｂ社の事例 

    

 ドイツ・ボルフスブルク市はニーダーザクセン州に属

し人口約２５万人の地方都市である。Ｂ社ボルフスブル

ク本社工場は市の中心市街地の北側に隣接して立地して

いる。本社の見取図は図７の通りである。Ｂ社本社は

１９３８年に建設されたが、設立時最大従業員数は５万

人、従業員の家族も想定して本社及びボルフスブルク市

は設計された11)。現在、敷地８００万㎡の本社に約５万

人が勤務している12)。この本社設計の特徴は以下通りで

ある。①工場の貨物交通はトラック、鉄道、水運が利用

可能である。②水運は、はしけを運行し工場発電所の発

電用エネルギー（石炭など）を輸送するために利用され

ている11)。③工場発電所は自社工場へ電気・熱を供給す

るだけではなく、市へも電気・熱を供給している13)。④

本社及び市には天然の水が豊富にある1１)。工場の南側

に運河が流れていることが、本社工場立地の一つの理由

とされている。震災など危機管理対応も配慮されている。

⑤貨物鉄道軌道は工場敷地内に敷設されて工場建屋内に

直結している13)。⑥工場ゲートから最短で約７００ｍ付

近にアウトバーンのインターが建設されている。中心地

区を通過せずにアクセスが可能である。以上がＢ社本社

の概要である。（現地調査により確認） 

 一方、ボルフスブルク市全図は、図８の通りである。

市のほぼ北側に本社が立地している。鉄道駅は３駅ある

が、宅地（赤色の部分）は駅周辺にまとまっている。そ

の他、市内の公共交通は民間バスサービスがある。 

ボルフスブルク市、Ｂ社本社は計画的に設計されてい

るが、あまりにも計画に縛られ、国際経営環境の変動に

対し、改良・改善ができないなどの弊害は考えられる。 

 

 （３）豊田市の都市計画の施策 

 

 豊田市の現状の課題、ドイツ・ボルフスブルク市及び

Ｂ社での取り組みを参考にして、今後、立地企業、地域

社会双方の要求に合致した施策とは何かについて述べる。 

 a）都心部衰退、Ａ社本社地区通勤渋滞の同時解決 

 本社地区のまとまった従業員を市中央駅前地区に移転

させることによって、本社地区の通勤渋滞問題と豊田市

中心市街地の衰退を同時に解決できる。更に、駅前立地

により鉄道通勤者が増加し鉄道サービスが向上する可能

性もでてくる。この方法は、地域社会と、企業市民であ

る立地企業との協働による計画立案を進めなければ実現

できない。Ｂ社のケースでも、市都心部のすぐ北側に本

社棟が立地しており、都心部としてのまとまりが維持さ

れている。 
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図８ ボルフスブルク市全図 



 b）環境負荷の少ない高効率コンパクト都市の建設 

 市街地の低密度分散化は市民への行政サービスが分散

し生活の質が低下する。クルマに依存しない公共交通の

連結も考慮し、市街地をコンパクトにまとめる。社会資

本整備投資効果も改善が期待できる。自動車産業都市で

は従業員の福利厚生施設の建設において地域社会と連携

し進めることがポイントである。 

 c)天然の水などライフラインが充実した都市の建設 

 都市の環境、震災など防災対策の面でライフラインの

充実は重要である。また、工場地域においても防災上の

必要性から運河などライフラインの整備も重要である。 

 

５．おわりに 

 

 自動車産業都市における立地企業と地域社会の双方の

要求・ニーズに合致したまちづくり（都市計画）が立案

できれば、実現性の高い計画となる。日本の都市計画法

はドイツほど規制力はないが、実効性の高い計画案を立

案することによって都市計画変更のリスクは低減できる

と思われる。また、実現性の高い計画案の作成は立地企

業、地域社会、関係先との協働作業が求められる。豊田

市においては、既に関係するプロジェクトが結成されて

おり、近い将来、最も先進的な環境都市、生活・文化を

育む都市が実現されるであろう。 
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図７ Ｂ社ボルフスブルク本社見取図(Ｂ社資料) 


